
5-12

H27 H28 H29 H30 R1

1 3人 3人 3人 3人 7人 7人 10人 20人

2

3

4

職員人件費　 （＝人員（人工）× 7,693 千円）

別紙１　　　　　　　事務事業評価（中間評価）シート　【令和元年度】

主管課名（担当名） 総合政策室（総合政策担当）

事務事業名 地域おこし協力隊推進事業（文化継承） 事業番号 12726

重点プロジェクト ■該当　　□非該当 評価時期
■中間
□事後

事務区分
■自治
□法定受託

１　施策体系

施策区分 移住交流の促進

施策目標 都市住民のニーズをとらえ移住者から選ばれるまち

２　事務事業の概要と目的
事務や事業が対象としている人
や団体など

都市部住民

対象者の今後の予想 制度の趣旨から、変更はない

施策体系との関連

対　象

活動内容

（事業の概要や具体的な内
容、方法など）

・地域おこし協力隊の募集
・文化発信拠点を整備し、ジャズ文化の情報発信及びカフェ運営
・文化発信拠点を活用した基本的活動及び地域おこし活動の実施

意　図

（どの様な成果を得ようとして
いるのか）

「ジャズの街・根室」を広く全国にPRすることにより、交流拠点を通して交流人口の増加が期待される。また、「ク
ラウドファンディング型ふるさと納税」活用による全国の支援者との継続的な繋がりを創出し、まちとの関係人口
の裾野を拡大し、任期満了後の定住・定着を促し、人口減少の抑制、定住者の増加を図る。

３　事務事業の現状

実績値

地域おこし協力隊の受入れ延べ人数

活動指標名
計画値
（H27）

目標値
（R2）

目標値
（R7）

R1予算 R1決算 R2予算

8,270 8,052 9,173

国道支出金

事業費　（＝下記内訳計）

内

訳

地方債

その他 8,270 8,052 9,173

一般財源

人員（人工） 0.17 0.17 0.17

1,308 1,308 1,308

総事業費　（＝事業費＋職員人件費） 9,578 9,360 10,481

単位コスト実績値　１　（＝総事業費÷成果実績値） 1,368 1,337

単位コスト実績値　２　（＝総事業費÷成果実績値） － －



■結びついている　　□一部結びついている　　□結びついていない

様々な分野において、地域おこし協力隊の制度を活用を図っていく。

作成年月日 令和2年6月

カ．
受益者に負担をいただく
（又は負担を見直す）可
能性はありますか 本事業は、地域おこし協力隊員の自由な発想に基づいた活動によって、「ジャズの街・根室」を広く

全国にＰＲするための事業であり、受益者に負担を求めるものではない。

４　事務事業の見直し状況や行政課題など
　　（事前評価にかかげた課題について記入）

見直しの内容など

今後の動向・市民ニーズなど
ジャズ文化の除法発信拠点の開設には、市民も関心があり、今後はより市民との接点を深め、移住
者と市民との交流の場となるよう活動を進めている。

５　事務事業の評価

６　事務事業の今後の方向性

今後の方向性

■現状のまま継続
□見直しのうえで継続　（□拡充　　□手段を見直す　　□効率化　　□簡素化　　□統合・振替）
■終期設定あり　（R2年度末終了予定）
□休止
□廃止
□完了

見直し状況 □検討中　　□見直し・改善済み　　□見直しをしたが改善に至っていない　　■検討していない

ア．
意図する成果に有効に結
びついていますか

イ．
市以外がその事業に取り
組むことは可能ですか
（民間、ＮＰＯ等）

ウ．
事業内容の中で、見直し
を行う必要はありますか

エ．
単位コストまたは事業費
を工夫できるアイデアは
ありますか

行政の委嘱が必要なため不可能である。

□ある　　■一部ある　　□ない

任期満了後の定住に繋がる活動を積極的に行っていることから、引き続き、積極的な支援及び定住
を後押ししてきたい。

オ．
他の事業との統合につい
て可能性がありますか

□可能　　□一部可能　　■不可能

□ある　　□検討の必要性がある　　■ない　　□既に負担がある

他の地域の隊員や地域住民との交流の機会が増えるような取組みが必要である。

□ある　　□一部ある　　■ない

地域おこし協力隊と根室市が情報を共有し、効果的な事業推進となるよう調整を図っている。

□ある　　□一部ある　　■ない



5-12

H27 H28 H29 H30 R1

1 3人 3人 3人 3人 7人 7人 10人 20人

2

3

4

職員人件費　 （＝人員（人工）× 7,693 千円）

別紙１　　　　　　　事務事業評価（中間評価）シート　【令和元年度】

主管課名（担当名） 総合政策室（総合政策担当）

事務事業名 地域おこし協力隊推進事業（総合政策） 事業番号 12544

重点プロジェクト ■該当　　□非該当 評価時期
■中間
□事後

事務区分
■自治
□法定受託

１　施策体系

施策区分 移住交流の促進

施策目標 都市住民のニーズをとらえ移住者から選ばれるまち

２　事務事業の概要と目的
事務や事業が対象としている人
や団体など

都市部住民

対象者の今後の予想 制度の趣旨から、変更はない

施策体系との関連

対　象

活動内容

（事業の概要や具体的な内
容、方法など）

主に都市部の人材を積極的に受け入れ、地域おこし活動に従事しながら地域に根付き、任期満了
後の定住及び定着を図る。

意　図

（どの様な成果を得ようとして
いるのか）

地域おこし協力隊の活動は、基本的には自由度が高いものであることから、協力隊員の自由な発想に基づいた
活動によって、根室市の新しい魅力の発掘などが期待されることから、積極的な受入をすすめることで、地域力
の維持及び向上が図られる。また、継続的な協力隊の活用から任期満了後の定住を促す事で、着実な移住者
数の増加となり、市民の移住者に対する受入意識の醸成も図られる。

３　事務事業の現状

実績値

地域おこし協力隊の受入れ延べ人数

活動指標名
計画値
（H27）

目標値
（R2）

目標値
（R7）

R1予算 R1決算 R2予算

7,665 6,852 2,000

国道支出金

事業費　（＝下記内訳計）

内

訳

地方債

その他 7,665 6,852 2,000

一般財源

人員（人工） 0.17 0.17 0.17

1,308 1,308 1,308

総事業費　（＝事業費＋職員人件費） 8,973 8,160 3,308

単位コスト実績値　１　（＝総事業費÷成果実績値） 1,282 1,166

単位コスト実績値　２　（＝総事業費÷成果実績値） － －



■結びついている　　□一部結びついている　　□結びついていない

様々な分野において、地域おこし協力隊の制度を活用を図っていく。

作成年月日 令和2年6月

カ．
受益者に負担をいただく
（又は負担を見直す）可
能性はありますか 本事業は、地域おこし協力隊員の自由な発想に基づいた活動によって、根室市の新しい魅力を発

掘し、移住交流の推進を図る事業であり、受益者に負担を求めるものではない。

４　事務事業の見直し状況や行政課題など
　　（事前評価にかかげた課題について記入）

見直しの内容など
積極的な受け入れのために、全庁的に受け入れ可能な活動分野の確認や、地域課題の洗い出しが
必要。

今後の動向・市民ニーズなど
地域おこし協力隊の活動拠点にカフェの機能を付し、市民との交流機会の増加を促進することによ
り、制度の理解を図る。

５　事務事業の評価

６　事務事業の今後の方向性

今後の方向性

□現状のまま継続
■見直しのうえで継続　（■拡充　　■手段を見直す　　□効率化　　□簡素化　　□統合・振替）
□終期設定あり　（R　　年度末終了予定）
□休止
□廃止
□完了

見直し状況 ■検討中　　□見直し・改善済み　　□見直しをしたが改善に至っていない　　□検討していない

ア．
意図する成果に有効に結
びついていますか

イ．
市以外がその事業に取り
組むことは可能ですか
（民間、ＮＰＯ等）

ウ．
事業内容の中で、見直し
を行う必要はありますか

エ．
単位コストまたは事業費
を工夫できるアイデアは
ありますか

行政の委嘱が必要なため不可能である。

□ある　　■一部ある　　□ない

任期満了後の定住に繋がる活動を積極的に行っていることから、引き続き、積極的な支援及び定住
の後押ししてきたい。

オ．
他の事業との統合につい
て可能性がありますか

□可能　　□一部可能　　■不可能

□ある　　□検討の必要性がある　　■ない　　□既に負担がある

他の地域の隊員や地域住民との交流の機会が増えるような取組みが必要である。

□ある　　□一部ある　　■ない

地域おこし協力隊と根室市が情報を共有し、効果的な移住交流促進の取組となるよう調整を図って
いる。

□ある　　□一部ある　　■ない



5-12

H27 H28 H29 H30 R1

1 5戸 5戸 5戸 5戸 5戸 5戸 5戸 5戸

2 3人 3人 3人 3人 7人 7人 10人 20人

3

4

職員人件費　 （＝人員（人工）× 7,693 千円）

別紙１　　　　　　　事務事業評価（中間評価）シート　【令和元年度】

主管課名（担当名） 総合政策室（総合政策担当）

事務事業名 定住・移住促進事業 事業番号
12633
（12371）

重点プロジェクト ■該当　　□非該当 評価時期
■中間
□事後

事務区分
■自治
□法定受託

１　施策体系

施策区分 移住交流の促進

施策目標 都市住民のニーズをとらえ移住者から選ばれるまち

２　事務事業の概要と目的
事務や事業が対象としている人
や団体など

根室市に定住・移住を検討している域外の団塊の世代や若者

対象者の今後の予想 増加

施策体系との関連

対　象

活動内容

（事業の概要や具体的な内
容、方法など）

都市部からの団塊の世代や若者等移住を検討する方々に移住を促すため、移住体験住宅等の移
住促進施策のPRと施設運営

意　図

（どの様な成果を得ようとして
いるのか）

移住者の受入れによる交流人口の拡大と市民との交流を促進する。

３　事務事業の現状

実績値

移住体験住宅の運用戸数

地域おこし協力隊受入れ延べ人数

活動指標名
計画値
（H27）

目標値
（R2）

目標値
（R7）

R1予算 R1決算 R2予算

2,443 1,639 2,500

国道支出金

事業費　（＝下記内訳計）

内

訳

地方債

その他 2,443 1,639 2,500

一般財源

人員（人工） 0.17 0.17 0.17

1,308 1,308 1,308

総事業費　（＝事業費＋職員人件費） 3,751 2,947 3,808

単位コスト実績値　１　（＝総事業費÷成果実績値） 750 589

単位コスト実績値　２　（＝総事業費÷成果実績値） 536 421



■結びついている　　□一部結びついている　　□結びついていない

類似する事業が無いため、現状による事業推進。

作成年月日 令和2年6月

カ．
受益者に負担をいただく
（又は負担を見直す）可
能性はありますか 移住体験住宅利用者は、施設利用料が発生する。

４　事務事業の見直し状況や行政課題など
　　（事前評価にかかげた課題について記入）

見直しの内容など
移住体験住宅における冬期間（閑散期）の利用を促進するため、利用促進施策を検討するとともに、
体験住宅の運営については民間事業者による運営を検討する必要がある。また、観光ではなく移住
目的の利用を促進するほか、地元企業と連携し、インターンシップ等の受入れを行う。

今後の動向・市民ニーズなど

移住を検討する団塊の世代や心のゆとりなどを求める若者等は今後も増加することが見込まれると
ころから、ニーズに合った取組み、相談の受入体制が求められる。既に移住された方々は、地域の
コミュニティに積極的に参加をする姿勢を示していることから、地域の受け入れ意識も高まっており、
地域を巻き込んだ移住・定住の推進も視野にいれた事業展開も検討していくことも必要である。

５　事務事業の評価

６　事務事業の今後の方向性

今後の方向性

□現状のまま継続
■見直しのうえで継続　（■拡充　　■手段を見直す　　■効率化　　□簡素化　　□統合・振替）
□終期設定あり　（R　　年度末終了予定）
□休止
□廃止
□完了

見直し状況 ■検討中　　□見直し・改善済み　　□見直しをしたが改善に至っていない　　□検討していない

ア．
意図する成果に有効に結
びついていますか

イ．
市以外がその事業に取り
組むことは可能ですか
（民間、ＮＰＯ等）

ウ．
事業内容の中で、見直し
を行う必要はありますか

エ．
単位コストまたは事業費
を工夫できるアイデアは
ありますか

体験住宅の運営については民間事業者での対応が可能であるため検討する。

□ある　　■一部ある　　□ない

移住者の相談件数や実績等、着実に増えている。

オ．
他の事業との統合につい
て可能性がありますか

□可能　　■一部可能　　□不可能

□ある　　□検討の必要性がある　　□ない　　■既に負担がある

これまで、市HPや全国移住ナビ、雑誌掲載等様々な媒体による情報発信を行ってきたが、更なる推
進のためには、移住を検討するターゲットに対して適確に情報提供することが必要である。このた
め、より効果的な情報媒体や移住相談ワンストップ窓口運営方法等の検討を進める。

□ある　　■一部ある　　□ない

移住体験住宅については、施設運営を民間事業者に委託することで一部工夫が可能なため、検討
を進める。

□ある　　□一部ある　　■ない


